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a. 自治体の防災実施能力が減退: 自治体の対応力が減少している。 
b. 防災重点目標がヒエラルキーの中で乖離:ヒエラルキー内で目標がずれている。 
②官僚制組織の逆機能 
a. セクショナリズム: これは、相互連携が不十分な事態が考えられる。 
b. 形式主義: これは、継続性の考慮が不十分であると考えられる。 
(2)  P-D-C-Aサイクルマネジメント 
  P-D-C-A サイクルマネジメントについては、「計画(P)が明確でない場合は機能しにくい、計
画・実行が同一もあり計画が手薄になりやすい、外部要因が考慮されておらず環境変化に対応
しにくい」(大西ら、2016)が指摘されている。 


















 (a) 「雪害の人的被災減少に有用な解析情報が共有されていない」。 

















 (1) 官僚制組織 
①官僚制組織の機能阻害 











 ① 情報共有不十分  
  「防災対象の所有主(国、自治体他)が異なる防災優先順位を持ち、主体間で防災実施施策
に整合性が無い」 










































論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
本論文は、これまで防災研究の対象として扱われることが少なかった日常的なハザード（とその
時空間的エスカレーション）に係わる事象として「雪害と降雨災害」を取り上げ、行政学や政策科
学の知見を踏まえながら「自治体の防災政策」の課題と将来展望を試みた研究である。特に、
効果的で効率的な政策実現を阻害している要因として、1）官僚制組織の特性「法的に明確な
権限、トップダウンのヒエラルキー組織、文書主義、フルタイム勤務」の機能阻害、2）官僚制その
ものの逆機能「形式主義、セクショナリズム、意思決定のパターン化、手段の目的化」、3）運営シ
ステム（PDCAサイクルマネジメント）の課題「情報共有の不足、災害教訓の忘却、人･もの不足」
の3点から、国－県－市町村の階層構造の下で、基礎自治体が進めてきた防災政策の実態を
検証･評価している。 
事例研究にあたる第4章では新潟県･秋田県内自治体を中心に雪害を、第5章では広島市･
川崎市の降雨災害を扱い、災害統計の収集･分析･公表体制、担当者ヒヤリングや議会議事録
の分析による地域防災計画や個別法に基づく対策基本計画の運用実態、政策評価実務にお
ける自己点検結果等の分析から、市町村合併や防災部局での資源配分等の影響で、日常性
の高いハザードでは特に災害教訓の伝承が困難であることや、この様なハザードに対する自治
体の政策実施能力が減退する一方で国･県と市町村の重点目標に乖離が生じている点など、
上記阻害要因の1）～3）の実際と改善策を示した。さらに第6章では、自治体と地域コミュニティ
との連携の視点から自主防災組織に対する若者の参加意識･実態に関するアンケート調査を行
い、形式主義的な運用が若者参加の阻害要因になっており、高齢化の進むコミュニティでの共
助が十分には進んでいないことが確認された。 
本研究では、公助（特に都道府県、市町村）の視点からの災害予防･事前防災を考察しており、新し
い共助･公助に繋がる官民連携等の視点からの検討や、予防のみならず発災時の救急対応、復旧・
復興との関わりについては扱われておらず、今後の研究展開が期待される。各章の分析ではそれぞ
れに残された課題は散見されるものの、日常性の高いハザードが気象条件等によって激甚化する事
象を扱い、それに向けた制度設計や政策展開に対する重要な知見を新たに提供する研究として、博
士（経済学）の学位を授与するに相応しい内容であると判断する。 
